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本報告書は、スポーツ庁の委託事業として、滋賀県が実施

した「2020 年度 Special プロジェクト２０２０（特別支援学
校等を活用した地域における障害者スポーツの拠点づくり事
業）」の成果を取りまとめたものです。 
従って、本報告書の複製、転載、引用等にはスポーツ庁の

承認手続きが必要です。 

 



１ 経 緯 

近年、滋賀県内の障害者スポーツ大会参加者は高齢化や参加者の固定化により、参加者

数は減少傾向にある。障害のある人の運動機会が一般成人に比べ低いことも笹川スポーツ

財団「地域における障害者スポーツ普及促進事業」（2016）の調査で明らかになっているよ

うに、本県においても障害のある人のスポーツをする機会を創出し、身近にスポーツに親

しめる環境を作る必要がある。 

このような中、これまで本県では、平成 28 年度から特別支援学校の体育館を使用して、

障害者が身近な地域で継続的にスポーツに親しめる環境づくり、定期的に運動する機会を

創出することを目的に、地域のスポーツ団体等の協力を得て取組を進めている。一方で、

2021 年の「東京オリンピック・パラリンピック 2020」、2022 年の「ワールドマスターズゲ

ームズ 2021 関西」、そして県においては、2025 年の国民スポーツ大会・全国障害者スポー

ツ大会の開催されるこの期間を、スポーツの「ゴールデン・イヤーズ」と捉え、スポーツ

の機運が高まりつつあるこの機会を利用し、より効果的に障害者のスポーツ環境をより整

える必要がある。 

具体的には、パラスポーツチャレンジプロジェクトの事業名で休日に特別支援学校を地

域に開放し、障害のある参加者が定期的に運動する機会として、また、障害のある人ない

人が、気軽に楽しく取り組める軽スポーツ教室を地域のスポーツ団体が実施主体となりな

がら、様々な関係機関とのネットワークを構築し、永続的に事業が継続されるように努め

る必要があることから、会場となる特別支援学校の部活動に総合型地域スポーツクラブの

指導者を派遣し、軽スポーツ教室を実施することで、若年層のスポーツに親しむ機会を創

出し、休日の事業に参加に繋げられるよう取り組んできた。継続的に事業を行うことで、

一定の参加者を獲得することができ、参加者の満足度も得られ、実施主体となる指導者や

スタッフの障害者への理解も深まりつつある。 

これまでの取組で明らかになった課題の解決に向け、本事業の実施を通じ、県、市町（地

域）、学校、障害者団体等の様々な連携・協力体制を得られるようネットワークを強化し、

地域のスポーツ団体等が自立して事業を展開できる運営能力（人材や財源の確保、周知方

法等）を獲得する必要がある。 

また、一方で新型コロナウィルスの感染拡大により、新たな生活様式を意識しながら感

染防止対策を講じて事業を進める必要がある。参加者はもちろん実施主体者も安心、安全

にスポーツに親しめる機会を創出するために、関係機関が連携しながら事業を進める必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 参考【県大会参加者総数・実数の推移】（単位：人） 
※ R2 は新型コロナウィルス感染症拡大のため中止 
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* パラスポーツチャレンジプロジェクト事業の概要 （囲みが本事業） 

 

 

２ 目 的 

本事業では、県内特別支援学校のうち 1 校を対象として、休日に体育施設を地域に開放

し、近隣の障害者、その保護者やスポーツ関係者を交えたスポーツ活動が定期的に実施で

きるよう試み、在学中、卒業後も当事者が慣れ親しんだ環境でスポーツを継続的に実施す

ることができる環境づくりを目指した。 

具体的には、県立三雲養護学校を拠点として、地域のスポーツ団体をはじめとする関係

* 本県の障害者スポーツの取組 （パラスポーツチャレンジプロジェクト【特別支援学校】が本事業） 



団体相互のネットワーク構築を図りながら、将来にわたり継続して事業が実施できる体制

づくりを目指し取り組んだ。 

 

 

３ 事業の概要 

 

（１）実施体制について 

・事業の実施体制については、パラスポーツチャレンジプロジェクト実行委員会を組織し、

特別支援学校を拠点とするスポーツ活動の場を作るため、スポーツ教室の運営について全

３回実施した。 

・実行委員の構成は、進捗管理やスポーツ教室の運営に幅広い知見が得られるよう、特別支

援学校、滋賀県障害者スポーツ協会、総合型地域スポーツクラブ、障害者の保護者等で構

成する手をつなぐ育成会、滋賀県障がい者スポーツ指導者協議会、県立障害者施設、滋賀

県文化スポーツ部スポーツ課（事務局）とした。また、オブザーバーとして会場のある市

教育委員会のスポーツ主管課に参画いただいた。  

 

（２）実行委員会の役割 

・特別支援学校を拠点とするスポーツクラブ推進のため、クラブの運営について協議する。 

・地域に開かれた障害者スポーツの拠点とするために、実施主体者(再委託先)にそのノウハ

ウを還元するとともに、特別支援学校や地域の関係機関との関係を構築する。 

・継続的に活動できるように地域の関係者が中心となってサポートする。 

 

* 実行委員会の体制 

 

４ 実績 
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新型コロナウィルス感染症拡大の影響から、当初の計画より回数は若干少なくなったが、

実施するために必要なことを実行委員会で検討しながら、事業を進めることができた。 

・軽スポーツ教室は、知的障害者を対象に全５回実施し、参加者は延べ６０名の参加とな

った。 

・会場となる特別支援学校の部活動へ指導者を１回派遣し、軽スポーツ教室を実施した。

（詳細は表の通り）  

・それぞれの事業には、総合型地域スポーツクラブの指導員に協力を依頼した。 

・活動の内容は、感染症対策を講じて、比較的簡単で親しみやすいようなスポーツを実施

した。 

・スタッフは、総合型地域スポーツクラブの指導員に協力を依頼した。 

・会場となる特別支援学校の部活動へ指導者を派遣し軽スポーツ教室を実施した。 

 

  

  

実 施 場 所 滋賀県立三雲養護学校 

事 

業 

内 

容 

回数 日 時 種目・内容 参加者数 指導者数 

部活動 11 月 17 日 
・ファミリーバドミントン 

・大縄跳び 
１４名 

指導者４名 

（教員６名） 

１ 9 月 19 日 ビンゴボール ８名 指導者８名 

２ 10 月 17 日 カローリング ２名 指導者８名 

＊ 実施日程表 

＊ 事業の概要 
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３ 11 月 21 日 ファミリーバドミントン １４名 指導者８名 

４ 12 月 19 日 
・おじゃビンゴ 

・コップビンゴ 
１２名 指導者８名 

５ 1 月 16 日    ※中止 ― ― 

６ 2 月 6 日 
・ストラックアウト 

・輪投げ 
１０名 指導者４名 

    延べ人数 ６０名 ４０名 

 

＊ 活動の様子 

 

 

＊ 参加者アンケートの結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

５ 新型コロナウィルス感染防止にかかる対応 

 

コロナ禍の中で、「どうすれば事業を実施できるか」という視点で、実行委員会、関係者

が対策を検討しながら事業を実施することができた。一方で、参加者は外出の自粛や運動不

足によりスポーツのニーズが高まり、事業の有効性を認識することができた。 

主な対応の成果と課題は、以下の通りである。 

（１）申込 

  これまで当日自由参加可としていたが、申込制にして参加者の人数制限をする。 

 【課題】 

 事務方の負担増(申込まとめ等）。「いつでも気軽に」という訳にはいかない。 

（２）受付 

  参加者氏名、連絡先の記入。検温の実施。 

 【課題】 

自分で記入できない人がいる。時間がかかる。 

（３）内容 

   三密回避の活動設定 

  【課題】 

人との距離を取るのが難しい人や言葉の指示が難しい人等へのかかわり方が難しい。 

（４）体制・スタッフ 

  ・第 1 回目を「プレ事業」として試験的に実施 （受付体制等スタッフの動き、注意・配

慮点の確認） 

    ☞ 〇スタッフ間の共通理解とコロナ禍での活動実施への不安解消 

  ・事業後に反省会の実施  

    ☞ 〇感染症対策だけでなく、障害者へのかかわり方など話をする機会を設けることが

できた。  

 

＊ 対応の様子 
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＊ 案内・申込書 
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６ 効 果 

 

・新型コロナウィルス感染症拡大の影響から、会場の確保や実施形態、参加者への周知など

感染症防止対策を講じながら実施することができた。 

・新型コロナウィルスの影響で、身体を動かす機会が減った中で、障害者が楽しくスポーツ

をする機会を創出でき、参加者からも好評であった。 

・地域のスポーツ団体が、障害者スポーツに取り組むノウハウを取得するとともに、会場と

なる特別支援学校との施設借用をスムーズに行うことができた。 

・近隣のグループホームや放課後等デイサービス、障害者施設を訪問することで、定期的に

参加する個人・団体を得ることができた。 

 

７ 今後の展望と課題 

 

平成２８年度より取り組んできた事業の成果を生かしながら、今後は総合型地域スポーツ

クラブが、地域での障害者スポーツ実践を通じ、障害者が身近な地域でスポーツができる環

境を整えるために、国や県の支援を視野に入れながら事業を継続する。 

 

【今後の課題と方向性】 

・ 参加者の拡大と事業の定着 

→ 特別支援学校や近隣の施設、グループホーム、放課後等デイサービス等への参加促

進。部活動への指導者派遣を通じて、軽スポーツ教室への参加に繋げる（卒業後の

活動場所）。 

・ スタッフの確保 

   → 障害者スポーツに携わるスタッフの確保。 

・ 財源の確保 

     → 地域で障害者スポーツに取り組む「総合型地域スポーツクラブ」として、県の事業

を活用して継続。参加者の経費負担の検討。 

・ 特別支援学校の施設活用 

   → 県教育委員会と連携しながら、地域のスポーツクラブ等が、特別支援学校の体育施

設を活用できるよう働きかける。 

・ 障害者スポーツのすそ野拡大の事業 

    → 障害の有無にかかわらず、誰もが楽しめるスポーツ活動の場として継続して実施 

する。 
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